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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節
02款 01項 01目 011100000事業 総務一般管理臨時経費

補助基本額 補助率 補助金額

実施
計画

実施計画
計 上 額

財源 科目コード 科目名称 今回補正額

補助金等の名称

21 補償、補填及び賠償金

07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

05 災害補償費 20 貸付金
扶助費

10 需用費 25 寄附金
11 役務費 26 公課費

08 旅費

　【一般財源】　397千円

23 投資及び出資金
09 交際費 24 積立金

14 工事請負費 397 397
15 原材料費 合　計 397 397

12 委託料

　【第4次総合計画】未来を創造する先駆的なまちづくり（効率的な行政運営の推進）

５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】
　　庁舎設備の定期点検及び修繕を行い、適正な維持管理を図る。
　【補正の効果】
　　施設の適正な維持管理を図ることができる。

６．財源の説明

２．根拠法令

３．用地の状況

４．基本計画との関連

27 繰出金
13 使用料及び賃借料 予備費

2,104 2,104
事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 臨時 地方債

　額分を補正計上するもの。
　【補正の内容】
　　工事請負費　397千円

補正要求 補正査定
01 報酬 16 公有財産購入費
02 給料 17

１．事業の概要と必要性
　【事業の概要】
　　庁舎設備の定期点検及び老朽化した電気工作物（キュービクル）の修繕を行い、施設の
　の適正な維持管理を図る。
　【補正の必要性】
　　現在発注済の湯梨浜町役場本庁舎キュービクル遮断器及び架台修繕工事において、中国
　電気保安協会立会のもとで作業内容を確認したところ、追加で取替えが必要な個所（遮断
　器）があることが判明したことにより、同工事において追加で取替えを行うため、変更増

03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

04 共済費 19

節 補正要求 補正査定 節

備品購入費

06 恩給及び退職年金

総務費 項 総務管理費 01 一般管理費 所属 0101010100-0000 総務課

事業

0111 総務一般管理臨時経費 (簡略番号：000533) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 397 3,056 3,453 3,453

財
源
内
訳

国庫支出金
県支出金

補助単独区分 目的区分 総－総－庁舎等 一般財源 397 952 1,349
経費区分 政策的経費 事業の種類 未設定 その他

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 5号補正 （単位：千円）
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

補助金等の名称

６．財源の説明
　【一般財源】　1,096千円

02款 01項 09目 001000000事業 防災行政無線管理経常経費

補助基本額 補助率 補助金額

実施
計画

実施計画
計 上 額

５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】

　SDGｓ　目標11「住み続けられるまちづくりを」 財源 科目コード 科目名称 今回補正額

　　災害から地域を守る防災力を維持する。

　　落雷より破損した防災無線屋外拡声子局（新川区・浜区）の電源ユニットを修繕する。
　【事業の効果】

３．用地の状況 13 使用料及び賃借料 予備費
12 委託料 27 繰出金

４．基本計画との関連 15 原材料費 合　計 1,096 1,096
　【第4次総合計画】安全で住みやすいまちづくり(災害に強いまちづくりの推進)

14 工事請負費

09 交際費 24 積立金
　　修繕料　1,096千円 08 旅費 23 投資及び出資金

　湯梨浜町防災行政無線連絡施設の設置及び管理に関する条例 11 役務費 26 公課費
２．根拠法令 10 需用費 1,096 1,096 25 寄附金

　の電源ユニットが破損したため、修繕工事を実施する。 05 災害補償費 20 貸付金
　　8月28日に発生した落雷により、新川区及び浜区に設置している防災無線屋外拡声子局 04 共済費 19 扶助費

　【補正の内容】 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　　なお、現在は、保守業者の代替品で応急対応しており、災害対応には支障はない。 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

経常 地方債

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費

補助単独区分 目的区分 総－総－その他 一般財源 1,096 6,788 7,884

　【補正の必要性】 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　　落雷により故障した防災無線屋外拡声子局の修繕工事を実施する。 02 給料 17 備品購入費

総務費 項 総務管理費 09 防災諸費 所属 0101010100-0000 総務課

事業

0010 防災行政無線管理経常経費 (簡略番号：001649) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 1,096 6,790 7,886 1,175 6,712

財
源
内
訳

国庫支出金
県支出金

経費区分 未設定 事業の種類 未設定 その他 2 2
事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 5号補正 （単位：千円）
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 5号補正 （単位：千円）

県支出金
事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 地方債

総務費 項 総務管理費 12 国際交流推進費 所属 0101010800-0000 まちづくり企画課

事業

0110 国際交流員 (簡略番号：002029) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 1,688 6,294 7,982 3,718 4,265

財
源
内
訳

国庫支出金

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業概要】 01 報酬 1,005 1,005 16 公有財産購入費
　　湯梨浜町と姉妹都市であるアメリカ・ハワイ郡との交流や町の国際交流を推進するため 02 給料 17 備品購入費

経費区分 未設定 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分 目的区分 総－総－その他 一般財源 1,688 6,294 7,982

　　着任中の国際交流員1名が令和7年11月から3月まで長期休暇に入るため、来年度姉妹都 05 災害補償費 20 貸付金
　市関係30周年を迎えるアロハフレンドシップ事業等の準備に向けて国際交流員を補充する 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　(一財)自治体国際化協会のJETプログラムを活用し、本町に国際交流員1名を配置する。 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金 491 491
　【補正の必要性】 04 共済費 152 152 19 扶助費

【補正の内容】1,688千円(報酬1,005千円、共済費152千円、需用費40千円生活必需品、 09 交際費 24 積立金
　　　　　　　　　 　　負担金491千円　渡航費）　　　　　　　　　 10 需用費 40 40 25 寄附金

　必要がある。JETプログラムのあっせんにより令和8年1月からの補充者配置を見込み、報 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　酬等経費を補正する。 08 旅費 23 投資及び出資金

13 使用料及び賃借料 予備費
３．用地の状況 14 工事請負費

２．根拠法令 11 役務費 26 公課費
　湯梨浜町招致国際交流員就業規則 12 委託料 27 繰出金

５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】
　①姉妹都市交流先のハワイ郡との連絡調整、通訳（アロハフレンドシップ事業）

15 原材料費 合　計 1,688 1,688
４．基本計画との関連
　【第４次総合計画】共に支え合う町民が主役のまちづくり（多様な交流の推進） 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
　【SDGs】目標4「質の高い教育をみんなに」

　【補正の効果】
　　姉妹都市のハワイ郡との交流推進や、町民の英語力や国際理解の向上を継続的に図るこ
　とができる｡ 補助金等の名称

補助基本額 補助率 補助金額
６．財源の説明

　②ハワイアンフェスティバルの連絡調整、通訳
　③英会話教室（小学生･一般･企業）、接客英会話教室、出張日本語教室を開催
　④英語指導、外国文化の情報提供  
　⑤グラウンドゴルフの国際化等に向けた交流先との連絡調整　など

　【一般財源】1,688千円
実施
計画

実施計画
計 上 額

02款 01項 12目 011000000事業 国際交流員

－3－
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【事業概要】 【事業費内訳】

　ハワイアロハホールの設置及び管理に関する条例
　ハワイアロハホールの設置及び管理に関する条例施行規則

３．用地の状況

４．基本計画との関連 【特定財源の内訳】
　【第4次総合計画】志をもって共に学び明日を拓くひとづくり（文化、伝統、豊かな自然
　の継承と再発見）
　【ＳＤＧｓ目標】4.質の高い教育をみんなに

５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】
　ハワイアロハホールの適正な維持管理を行う。
　ハワイ郡姉妹都市提携30周年記念レリーフを制作する。
　【補正の効果】
　長年の懸案事項であった大ホール特定天井改修工事が完了となった。施設設備の老朽化が
　進む中、必要箇所の修繕等を実施するとともに来館者に安全で快適な施設環境を提供する
　ことができる。 【補助金】

６．財源の説明
　【地方債】　  1,700千円（緊急防災・減災事業債（充当率100％、交付税措置70％）） 【実施計画】
　　　　　  　△2,600千円（脱炭素化推進事業債（充当率90％、交付税措置50％））　 部
　【一般財源】△　505千円 章

節
細節

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 5号補正 （単位：千円）

総務費 項 総務管理費 13 ハワイアロハホール費 所属 0101010800-0000 まちづくり企画課

事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 臨時 地方債 △900 124,500 123,600

事業

0111 ハワイアロハホール臨時経費 (簡略番号：002250) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △1,405 147,147 145,742 125,448 20,295

財
源
内
訳

国庫支出金
県支出金

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　老朽化等に伴う施設・設備の改修を行う。 02 給料 17 備品購入費 △143 △143

経費区分 未設定 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分 目的区分 総－総－その他 一般財源 △505 22,647 22,142

　が必要である。 05 災害補償費 20 貸付金
　【補正の内容】 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　【補正の必要性】 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　施設を快適かつ安心して利用していただくため、改修などの施設設備の老朽化等への対応 04 共済費 19 扶助費

09 交際費 24 積立金
２．根拠法令 10 需用費 25 寄附金

　工事請負費　△1,262千円（大ホール特定天井改修等工事） 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　備品購入費　△  143千円（研修室スタキングチェア、集会室座椅子） 08 旅費 23 投資及び出資金

14 工事請負費 △1,262 △1,262
15 原材料費 合　計 △1,405 △1,405

財源 科目コード 科目名称 今回補正額

11 役務費 26 公課費
12 委託料 27 繰出金
13 使用料及び賃借料 予備費

地方債 21010101007 緊急防災・減災事業債（アロハ 1,700
地方債 21010103003 脱炭素化推進事業債（アロハホ △2,600

02款 01項 13目 011100000事業 ハワイアロハホール臨時経費

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

実施
計画

実施計画
計 上 額
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 5号補正 （単位：千円）

総務費 項 総務管理費 16 諸費 所属 0101010400-0000 町民生活課

事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 新規 臨･経 臨時 地方債

事業

0053 県支出金返還金（町民生活課） (簡略番号：046121) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 68 68 68

財
源
内
訳

国庫支出金
県支出金

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【補正の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　　R6年度事業として、額の確定及び交付済みした鳥取県小規模発電設備等推進事業補助金 02 給料 17 備品購入費

経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分 目的区分 総－総－その他 一般財源 68 68

　　補助事業の適正化を図り、以って良好な事業推進を図るため、県、町補助金交付要綱に 05 災害補償費 20 貸付金
　基づき返金を求める必要がある。 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　にあって、補助金の目的外利用に該当したため県費補助金分を県に返還するもの。　 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　【補正の必要性】 04 共済費 19 扶助費

　　　補助金144,000円×処分制限年限204月-経過年月13月／204月＝134,823円 09 交際費 24 積立金
　　　　返納金　67,411円（134,823円×県補助金１／２） 10 需用費 25 寄附金

　【補正の内容】 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料 68 68
　　県補助金等清算返納金　68千円　 08 旅費 23 投資及び出資金

　＜鳥取県＞鳥取県補助金等交付規則 13 使用料及び賃借料 予備費
　　　　　　鳥取県小規模発電設備等導入推進補助金交付要綱 14 工事請負費

11 役務費 26 公課費
２．根拠法令 12 委託料 27 繰出金

４．基本計画との関連
　【第4次総合計画】未来を創造する先駆的なまちづくり（資源・エネルギー対策の推進）
　【SDGｓ】目標13　「気候変動に具体的な対策を」

　 15 原材料費 合　計 68 68
　＜町＞湯梨浜町太陽光発電システム等設置費補助金交付要綱

財源 科目コード 科目名称 今回補正額
３．用地の状況

　【一般財源】68千円
　

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

５．本年度の計画効果

６．財源の説明

実施
計画

実施計画
計 上 額

02款 01項 16目 005300000事業 県支出金返還金（町民生活課）
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款 02 03 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 5号補正 （単位：千円）

総務費 項 戸籍住民基本台帳費 01 戸籍住民基本台帳費 所属 0101010400-0000 町民生活課

事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 新規 臨･経 臨時 地方債

事業

0283 マイナンバーカード事務 (簡略番号：041792) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 2 14,255 14,257 8,154 6,104

財
源
内
訳

国庫支出金 3 14,248 14,251
県支出金

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　　マイナンバーカード交付円滑化計画に沿ってカードの所持率（マイナンバーカードの交 02 給料 17 備品購入費

経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分補助事業 目的区分 総－戸籍・住民基本台 一般財源 △1 7 6

　【補正の必要性】 05 災害補償費 20 貸付金
　　マイナンバーカードオンライン申請端末用のWi-Fi通信料の月額が増額されたため補正 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　付、更新等）の普及に取り組むことにより行政を効率化し、住民の利便性を高め公平・公 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　正なデジタル社会の基盤を確立する。 04 共済費 19 扶助費

　　　役務費（通信運搬費）　2千円増額 09 交際費 24 積立金
10 需用費 25 寄附金

　するもの。 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　【補正の内容】 08 旅費 23 投資及び出資金

　個人番号カード交付事務費補助金交付要綱 13 使用料及び賃借料 予備費
14 工事請負費

２．根拠法令 11 役務費 2 2 26 公課費
　行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用に関する法律 12 委託料 27 繰出金

　目標１６「平和と公正をすべての人に」

５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】

３．用地の状況 15 原材料費 合　計 2 2

４．基本計画との関連 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
　【第4次総合計画】未来を創造する先駆的なまちづくり（効率的な行政運営の推進）SDGｓ 国庫支出金 14020101244 個人番号カード交付事務費 3

　　マイナンバーカードの交付、更新等を円滑に実施することができる。

６．財源の説明 補助金等の名称 マイナンバーカード交付事務費補助金交付要綱
　【国庫支出金】3千円 補助基本額 3 補助率 100.0% 補助金額 3
　【一般財源】△1千円

　　マイナンバーカードの円滑な運用
　　人件費（費用弁償）（会計年度任用職員３名）、消耗品費、役務費（通信運搬費）、委
　託料（統合端末機器保守等）、使用料及び賃借料（統合端末リース等）
　【事業の効果】

　
実施
計画

実施計画
計 上 額

02款 03項 01目 028300000事業 マイナンバーカード事務



款 03 01 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 5号補正 （単位：千円）

民生費 項 社会福祉費 01 社会福祉総務費 所属 0101014200-0000 福祉課（介護）

事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 経常 地方債

事業

0152 介護保険特別会計繰出金 (簡略番号：004634) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 106 325,406 325,512 325,512

財
源
内
訳

国庫支出金 7,755 7,755
県支出金 3,877 3,877

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】　 01 報酬 16 公有財産購入費
　介護保険制度を適正かつ安定的に運営するため、一般会計からの繰り出しを行う。 02 給料 17 備品購入費

経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他 1,076 1,076
補助単独区分 目的区分 民－老人福祉費 一般財源 106 312,698 312,804

　【補正の内容】 05 災害補償費 20 貸付金
　繰出金　106,000円 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　【補正の必要性】 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　介護保険特別会計の補正に伴い、以下の繰出金を補正するもの。 04 共済費 19 扶助費

２．根拠法令 09 交際費 24 積立金
　介護保険法 10 需用費 25 寄附金

　＝介護保険事業費補助金分△290,000円＋広域連合介護認定審査費分負担金396,000円 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

08 旅費 23 投資及び出資金

13 使用料及び賃借料 予備費
４．基本計画との関連 14 工事請負費

11 役務費 26 公課費
３．用地の状況 12 委託料 27 繰出金 106 106

５．本年度の計画効果
　　町負担分を一般会計から繰り出すことで、介護保険制度の適正かつ安定的な運営を図る
　ことができる。

　【第4次湯梨浜町総合計画】共に支え合う町民が主役のまちづくり（社会保障の充実） 15 原材料費 合　計 106 106
　【第9期湯梨浜町介護保険事業計画・高齢者福祉計画】
　【SDGs目標】目標3　すべての人に健康と福祉を 財源 科目コード 科目名称 今回補正額

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

６．財源の説明
　【一般財源】　106千円
　

実施
計画

実施計画
計 上 額

03款 01項 01目 015200000事業 介護保険特別会計繰出金
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款 03 01 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節
03款 01項 01目 029300000事業 防犯対策支援補助金

補助基本額 600 補助率 100.0% 補助金額 600

実施
計画

実施計画
計 上 額

　【事業の効果】
　　防犯用品購入費用の一部を助成することで、県民の防犯意識の醸成及び安心で安全な生

　【本年度の計画】
　　高齢者世帯の防犯対策に必要となる防犯用品購入費用の一部を助成する。

６．財源の説明
　【県支出金】　 600千円（民生・犯罪から県民を守る防犯対策支援補助金） 補助金等の名称 令和7年度犯罪から県民を守る防犯対策支援補助金

　活の実現に寄与する。
　

15 原材料費 合　計 600 600
４．基本計画との関連

３．用地の状況 14 工事請負費

５．本年度の計画効果

　【第4次総合計画】安全で住みやすいまちづくり(犯罪に強いまちづくりの推進) 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
　SDGｓ　目標11「住み続けられるまちづくりを」 都道府県支出金 15020201211 犯罪から県民を守る防犯対策支 600

11 役務費 26 公課費
　　防犯対策支援補助金　600千円（40件分追加） 10 需用費 25 寄附金

13 使用料及び賃借料 予備費
２．根拠法令 12 委託料 27 繰出金

　　引き続き、町民に広く本補助事業を利用してもらうため、県の追加助成に併せて予算を 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　　これまでに19件の補助金申請を受けて交付決定している。 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　【補正の内容】 09 交際費 24 積立金
　増額補正するもの。 08 旅費 23 投資及び出資金

　なる防犯対策用品購入費用の一部を助成する。（補助率10/10　補助上限額：15千円） 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金 600 600
　　県内の高齢者世帯における強盗等の犯罪被害を未然に防止するため、防犯対策に必要と 02 給料 17 備品購入費

　　本補助事業は県の助成を受けて実施しており、10月に県が助成額を追加決定した。 05 災害補償費 20 貸付金
　【補正の必要性】 04 共済費 19 扶助費

事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 新規 臨･経 臨時 地方債

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費

補助単独区分 目的区分 民－社会福祉費 一般財源

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 5号補正 （単位：千円）

民生費 項 社会福祉費 01 社会福祉総務費 所属 0101010100-0000 総務課

事業

0293 防犯対策支援補助金 (簡略番号：045700) 区　　分 今回補正額

財
源
内
訳

国庫支出金
県支出金 600

補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 600 300 900 279 621

300 900

経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他



款 03 01 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

事業期間 令 7.12.16～令 8. 3.31 新規･継続 新規 臨･経 地方債

事業

0294 点字ブロック安心歩行環境整備事業補助金 (簡略番号：046117) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 250

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 5号補正 （単位：千円）

民生費 項 社会福祉費 01 社会福祉総務費 所属 0101014100-0000 福祉課

250 250

財
源
内
訳

国庫支出金
県支出金 125 125

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　　民間施設が自ら行う点字ブロックの点検により見つかった不具合箇所の修繕等に 01 報酬 16 公有財産購入費
　要する経費について、全体事業費の1/2を県及び町で助成する事業である。 02 給料 17 備品購入費

経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分 目的区分 民－社会福祉費 一般財源 125 125

　　本事業は県が補正により制定したものであり、視覚障がい者の安全安心な歩行環境を確 05 災害補償費 20 貸付金
　保するために必要である。 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　　補助割合　県1/4、町1/4　　補助対象上限額　500,000円　（県の間接補助事業） 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金 250 250
　【補正の必要性】　 04 共済費 19 扶助費

　鳥取県点字ブロック安心歩行環境整備事業補助金交付要綱 09 交際費 24 積立金
　湯梨浜町点字ブロック安心歩行環境整備事業補助金交付要綱（予定） 10 需用費 25 寄附金

07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

２．根拠法令 08 旅費 23 投資及び出資金

13 使用料及び賃借料 予備費
４．基本計画との関連 14 工事請負費

11 役務費 26 公課費
３．用地の状況 12 委託料 27 繰出金

　【本年度の計画】
　　　250,000円×1件＝250,000円
　【補正の効果】
　　視覚障がい者の安全な歩行環境を確保するとともに、民間施設のバリアフリー化の

　【第4次総合計画】「共に支え合う　町民が主役のまちづくり」 15 原材料費 合　計 250 250
　 ＳＤＧｓ　目標3「すべての人に健康と福祉を」　

財源 科目コード 科目名称 今回補正額
５．本年度の計画効果 都道府県支出金 15020201302 鳥取県点字ブロック安心歩行環 125

　【一般財源】　250,000円×1/2＝125,000円

補助金等の名称 鳥取県点字ブロック安心歩行環境整備事業補助金
補助基本額 250 補助率 50.0% 補助金額 125

　促進が期待できる。　　

６．財源の説明
　【県支出金】　250,000円×1/2＝125,000円

実施
計画

実施計画
計 上 額

03款 01項 01目 029400000事業 点字ブロック安心歩行環境整備事業補助金
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款 03 01 目

大
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細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

県支出金 11,479 101,839 113,318

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 5号補正 （単位：千円）

民生費 項 社会福祉費 05 障がい者福祉費 所属 0101014100-0000 福祉課

経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分 目的区分 民－社会福祉費 一般財源 11,480 101,839 113,319

事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 経常 地方債

事業

0016 自立支援給付費 (簡略番号：005510) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 45,917 407,356 453,273 257,239 196,035

財
源
内
訳

国庫支出金 22,958 203,678 226,636

　て事業所に支払うものである。 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　【補正の必要性】 04 共済費 19 扶助費 45,917 45,917

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　　障害者総合支援法による障害福祉サービス利用にかかる利用者負担を除いた給付費とし 02 給料 17 備品購入費

　　所要額見込　453,273千円　- 予算現額407,356千円　≒補正額　45,917千円 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

08 旅費 23 投資及び出資金

　　・上半期の利用実績に基づく各サービスの年間利用量の見直し。 05 災害補償費 20 貸付金
　【補正の内容】 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

11 役務費 26 公課費
３．用地の状況 12 委託料 27 繰出金

２．根拠法令 09 交際費 24 積立金
　障害者総合支援法 10 需用費 25 寄附金

　【第４次総合計画】共に支え合い笑顔いっぱいのまちづくり（福祉施策の推進） 15 原材料費 合　計 45,917 45,917
　【湯梨浜町障がい者計画】【湯梨浜町障がい福祉計画】
　　ＳＤＧs　目標３「すべての人に健康と福祉を」 財源 科目コード 科目名称 今回補正額

国庫支出金 14010101021 自立支援給付費国庫負担金 22,958

13 使用料及び賃借料 予備費
４．基本計画との関連 14 工事請負費

　　補正後事業費見込　453,272,249円

６．財源の説明
　【国庫支出金】  22,958千円

５．本年度の計画効果 都道府県支出金 15010202012 自立支援給付費県負担金 11,479
　【本年度の計画効果】
　　上半期の利用実績は221,886,302円で、下半期は4月受～9月受実績の伸び率の平均を各
　月に乗じた額を見込む。

実施
計画

実施計画
計 上 額

03款 01項 05目 001600000事業 自立支援給付費

　【県負担金】　　11,479千円
　【一般財源】　　11,480千円
　 補助金等の名称 自立支援給付費負担金

補助基本額 45,917 補助率 75.0% 補助金額 34,437
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大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

4,442 116,021 120,463 77,175 43,289

財
源
内
訳

国庫支出金
県支出金 2,221 55,307 57,528

事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 経常 地方債

事業

0040 特別医療給付費 (簡略番号：005821) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 5号補正 （単位：千円）

民生費 項 社会福祉費 07 特別医療助成費 所属 0101014500-0000 健康推進課

事 業 費

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　重度心身障がい者、精神障がい者、小児、ひとり親の医療費の助成を必要とする者の医療 02 給料 17 備品購入費

経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他 5,406 5,406
補助単独区分 目的区分 民－社会福祉費 一般財源 2,221 55,308 57,529

　特別医療費の支出額の増により不足額が生じる見込みがあるため、扶助費を増額補正する 05 災害補償費 20 貸付金
　もの。 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　費（本人負担分）のうち、一部負担金を除いた額を助成する。 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　【補正の必要性】 04 共済費 19 扶助費 4,442 4,442

　　〇現予算額及び予算執行状況 09 交際費 24 積立金
　　　現予算額 116,021,000円　　支出済額 66,232,416円（4月～10月支払分）　 10 需用費 25 寄附金

　【補正の内容】 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　　必要額 120,462,254円－現予算額 116,021,000円＝補正額　4,441,254円 08 旅費 23 投資及び出資金

　　　支出済額 66,232,416円　　支出見込額 54,229,838円（11月～3月支払分） 13 使用料及び賃借料 予備費
　　※支出見込額は、過去5年間の実績から月別の最高額の合計、伸び率を反映して計上。 14 工事請負費

　　　執行率 57.09％ 11 役務費 26 公課費
　　〇必要額内訳 12 委託料 27 繰出金

３．用地の状況

４．基本計画との関連
　【第4次総合計画】共に支え合う　町民が主役のまちづくり（福祉施策の推進）

15 原材料費 合　計 4,442 4,442
２．根拠法令
　湯梨浜町特別医療費助成条例 財源 科目コード 科目名称 今回補正額

都道府県支出金 15020205013 特別医療費補助金 2,221

　対象者に継続的に制度を周知し、適正に医療費を助成する。
　【事業の効果】
　制度周知により対象者の適用漏れを防ぎ、重度心身障がい者や子育て家庭などの医療費に 補助金等の名称 鳥取県特別医療費補助金
　係る経済的負担を軽減することができる。 補助基本額 4,442 補助率 50.0% 補助金額 2,221

　SDGｓ目標3「すべての人に健康と福祉を」

５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】

６．財源の説明
実施
計画

実施計画
　【県支出金】特別医療費補助金　2,221千円 計 上 額
　【一般財源】　2,221千円

03款 01項 07目 004000000事業 特別医療給付費

－11－
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

　【国庫支出金】教育・保育給付交付金　2,682千円 補助基本額 補助率 補助金額
　【県支出金】教育・保育給付費負担金　1,442千円　　【一般財源】　6,105千円

実施
計画

実施計画
計 上 額

03款 02項 02目 006800000事業 教育・保育給付費負担金

５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】
　町外の公立保育所･認定こども園･幼稚園を利用する保護者について、公立施設は市町村、
　私立施設は事業者へ施設型給付費を支払う｡
　【補正の効果】
　就労形態等を理由に町外施設を利用希望の保護者に対し、教育・保育が提供できる。

６．財源の説明 補助金等の名称

15 原材料費 合　計 10,229 10,229
４．基本計画との関連
　【第4次総合計画】共に支え合う 町民が主役のまちづくり（福祉施策の推進） 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
　　　　　　　　　 志をもって 共に学び 明日を拓く ひとづくり（幼児教育の充実） 国庫支出金 14010102201 教育・保育給付交付金 2,682
　【第3期子ども･子育て支援事業計画】子どもが笑顔で健やかに育つまちづくり 都道府県支出金 15010203201 教育・保育給付費負担金 1,442
　【SDGs】目標4「質の高い教育をみんなに」

２．根拠法令 11 役務費 26 公課費
　子ども･子育て支援法、児童福祉法 12 委託料 27 繰出金

13 使用料及び賃借料 予備費
３．用地の状況 14 工事請負費

　対象児童の増加（当初見込38人→現在見込46人）に伴う施設型給付費の増額補正 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　【補正の内容】 08 旅費 23 投資及び出資金
　負担金　10,229千円 09 交際費 24 積立金

10 需用費 25 寄附金

　した児童に教育･保育を提供するため、他市町の公立施設については運営する市町に、 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金 10,229 10,229
　私立施設については運営する法人に教育･保育を委託するとともに、請求に基づいて国の 04 共済費 19 扶助費
　公定価格で算出した入園児童数分の施設型給付費を支払う｡ 05 災害補償費 20 貸付金
　【補正の必要性】 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

補助単独区分 目的区分 民－児－保育所 一般財源 6,105 14,702 20,807

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　保護者の就労要件やニーズによって、他市町の公立保育所、認定こども園・幼稚園に入園 02 給料 17 備品購入費

県支出金 1,442 9,326 10,768
事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 経常 地方債

事業

0068 教育・保育給付費負担金 (簡略番号：034501) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費

経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 5号補正 （単位：千円）

民生費 項 児童福祉費 02 児童措置費 所属 0101010500-0000 子育て支援課

10,229 46,810 57,039 29,645 27,395

財
源
内
訳

国庫支出金 2,682 22,782 25,464
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

補助基本額 補助率 補助金額

実施
計画

実施計画
計 上 額

03款 02項 02目 009000000事業 広域入所委託料

　諸事情により、町外の私立保育所の利用を希望する保護者のため、当該事業所と委託契約
　を締結して保育を実施する。（令和7年度当初見込み広域入所者数:私立保育所19人）
　【補正の効果】
　就労形態等を理由に、町外施設の利用を希望する保護者等の利便性を確保する。

６．財源の説明
　【国庫支出金】教育・保育給付交付金　8,552千円
　【県支出金】教育・保育給付費負担金　2,991千円　　【一般財源】　7,438千円 補助金等の名称

　【第4次総合計画】共に支え合う 町民が主役のまちづくり（福祉施策の推進） 15 原材料費 合　計 18,981 18,981
　　　　　　　　　 志をもって 共に学び 明日を拓く ひとづくり（幼児教育の充実）
　【第3期子ども･子育て支援事業計画】子どもが笑顔で健やかに育つまちづくり 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
　【SDGs】目標4 ｢質の高い教育をみんなに｣ 国庫支出金 14010102201 教育・保育給付交付金 8,552

都道府県支出金 15010203201 教育・保育給付費負担金 2,991
５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】

11 役務費 26 公課費
３．用地の状況 12 委託料 18,981 18,981 27 繰出金

13 使用料及び賃借料 予備費
４．基本計画との関連 14 工事請負費

　委託料　18,981千円 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

08 旅費 23 投資及び出資金
２．根拠法令 09 交際費 24 積立金
　子ども･子育て支援法、児童福祉法 10 需用費 25 寄附金

　を締結して保育の提供を行う。 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　【補正の必要性】 04 共済費 19 扶助費
　対象児童の増加（当初見込19人→現在見込28人）に伴う委託料の増額補正 05 災害補償費 20 貸付金
　【補正の内容】 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

696 696
補助単独区分 目的区分 民－児－保育所 一般財源 7,438 6,298 13,736

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　諸事情により、町外の私立保育所での保育を希望する保護者のため、当該施設と委託契約 02 給料 17 備品購入費

民生費 項 児童福祉費 02 児童措置費 所属 0101010500-0000 子育て支援課

18,981 26,809 45,790 26,445 19,346

財
源
内
訳

国庫支出金 8,552 13,497 22,049
県支出金 2,991 6,318 9,309

事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 経常 地方債

事業

0090 広域入所委託料 (簡略番号：006559) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費

経費区分 未設定 事業の種類 未設定 その他

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 5号補正 （単位：千円）
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

６．財源の説明 補助基本額 補助率 補助金額
　【一般財源】　708千円

実施
計画

実施計画
計 上 額

03款 02項 02目 011400000事業 たじりこども園施設整備事業

　【第3期町子ども･子育て支援事業計画】子どもが笑顔で健やかに育つまちづくり
　【SDGs】目標4 質の高い教育をみんなに

５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】
　　本工事によって損害等が生じた建物等の所有者に、従前の状態又は機能に回復すること
　に要する費用を支払い、事業を完了する。

補助金等の名称

　公共工事に係る工事の施行に起因する地盤変動により生じた建物等の損害等に係る事務処 15 原材料費 合　計 708 708
　理要領、地盤変動影響調査算定要領

財源 科目コード 科目名称 今回補正額
３．用地の状況

４．基本計画との関連
　【第4次総合計画】共に支え合う　町民が主役のまちづくり（福祉施策の推進）

11 役務費 26 公課費
２．根拠法令 12 委託料 27 繰出金
　子ども･子育て支援法 13 使用料及び賃借料 予備費
　就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律 14 工事請負費

　影響調査算定要領等に基づき、従前の状態又は機能に回復することに要する費用負担額を 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　算定し、所有者に補償金を支払う必要がある。 08 旅費 23 投資及び出資金
　【補正の内容】 09 交際費 24 積立金
　補償金　707,006円（補償対象者：6者） 10 需用費 25 寄附金

　った所有者に補償金を支払うもの。 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　【補正の必要性】 04 共済費 19 扶助費
　　本工事の近隣建物等の地盤変動影響調査を行った結果、変状及び新規発生が認められた 05 災害補償費 20 貸付金
　損傷個所があった。このうち、本工事との因果関係が認められたものについて、地盤変動 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金 708 708

補助単独区分 目的区分 民－児－保育所 一般財源 708 19,003 19,711

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　　たじりこども園新築工事に伴い、損傷があった建物等の補償金を算定し、補償対象とな 02 給料 17 備品購入費

民生費 項 児童福祉費 02 児童措置費 所属 0101010500-0000 子育て支援課

708 19,003 19,711 15,101 4,611

財
源
内
訳

国庫支出金
県支出金

事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 臨時 地方債

事業

0114 たじりこども園施設整備事業 (簡略番号：029651) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費

経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 5号補正 （単位：千円）
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

県支出金

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 5号補正 （単位：千円）

民生費 項 児童福祉費 04 母子福祉費 所属 0101014100-0000 福祉課

経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分 目的区分 民－児－その他 一般財源 78 30 108

事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 臨時 地方債

事業

0307 養育費にかかる公正証書等作成補助事業 (簡略番号：044077) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 156 60 216 56 161

財
源
内
訳

国庫支出金 78 30 108

　債務名義化を促進し、養育費の確保を図ることを目的としており、公証人手数料及び用紙 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金 156 156
　代など公証人役場に支払った費用や家庭裁判所の調停申立又は裁判に要する収入印紙代等 04 共済費 19 扶助費

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　　養育費にかかる公正証書などの作成に要する費用を助成することで、養育費の取決めの 02 給料 17 備品購入費

　　本事業の申請者が、当初見込みより増えると見込まれるため。 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

08 旅費 23 投資及び出資金

　を補助することで、経済的負担を軽減する。 05 災害補償費 20 貸付金
　【補正の必要性】 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

３．用地の状況 11 役務費 26 公課費
12 委託料 27 繰出金

２．根拠法令 09 交際費 24 積立金
10 需用費 25 寄附金

　　ＳＤＧｓ　目標３　「すべての人に健康と福祉を」 15 原材料費 合　計 156 156

５．本年度の計画効果 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
　【本年度の計画】 国庫支出金 14020202002 母子家庭等対策総合支援事業費 78

４．基本計画との関連 13 使用料及び賃借料 予備費
　【第4次総合計画】共に支え合う町民が主役のまちづくり 14 工事請負費

　　申請希望者に対し給付することにより、ひとり親世帯の経済的支援が可能となる。

６．財源の説明 補助金等の名称 母子家庭等対策総合支援事業補助金
　【国庫支出金】母子家庭等対策総合支援事業補助金（離婚前後家庭支援事業） 補助基本額 156

　判に要する収入印紙代等を補助することで、経済的負担を軽減する。
　【補正の効果】

　　離婚時に児童扶養手当等、他のひとり親家庭支援制度と共に本事業も案内されること、
　R7.10．10現在までに実際に申請された2件共に児童扶養手当の新規申請と併せて申請され
　たことを踏まえ、過去3年間の10月～3月の児童扶養手当新規認定の平均件数から、本事業
　の10月以降の新規申請数を9件（1件20,000円）と見込む。

03款 02項 04目 030700000事業 養育費にかかる公正証書等作成補助事業

補助率 50.0% 補助金額 78
　　　　　　　　156,000円×1/2＝78,000円

　【事業の効果】
　　公証人手数料及び用紙代など公証人役場に支払った費用や家庭裁判所の調停申立又は裁

　【一般財源】　156,000円×1/2＝78,000円
実施
計画

実施計画
計 上 額
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款 04 01 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 5号補正 （単位：千円）

衛生費 項 保健衛生費 03 環境衛生費 所属 0101010400-0000 町民生活課

事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 新規 臨･経 臨時 地方債

事業

0260 地方公共団体実行計画策定事業 (簡略番号：044038) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △12,683 12,683

財
源
内
訳

国庫支出金 △8,000 8,000
県支出金

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　　本町における温室効果ガスの排出量及び吸収量を推計し、2050年にカーボンニュートラ 02 給料 17 備品購入費

経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分 目的区分 衛－保－環境衛生費 一般財源 △4,683 4,683

　の基礎とする。 05 災害補償費 20 貸付金
　【補正の必要性】 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　ルを達成するための再エネ導入及び脱炭素に関する目標を達成するために必要となる政策 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　、進捗管理、推進体制の検討を行い、本町の地球温暖化防止実行計画（区域施策編）策定 04 共済費 19 扶助費

　　委託料12,683千円の減額。 09 交際費 24 積立金
10 需用費 25 寄附金

　　国への補助金申請が不採択のため委託料を減額する必要がある。 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　【補正の内容】 08 旅費 23 投資及び出資金

　 13 使用料及び賃借料 予備費
14 工事請負費

２．根拠法令 11 役務費 26 公課費
　地球温暖化防止対策の推進に関する法律 12 委託料 △12,683 △12,683 27 繰出金

　【SDGs】目標7　「エネルギーをみんなにそしてクリーンに」　　
　　　　　目標12　「つくる責任　つかう責任」　目標13　「気候変動に具体的な対策を」
　　

３．用地の状況 15 原材料費 合　計 △12,683 △12,683

４．基本計画との関連 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
　【第4次総合計画】安全で住みやすいまちづくり（環境負荷の低減） 国庫支出金 14020301034 二酸化炭素排出抑制対策事業費 △8,000

　　2050年カーボンニュートラル達成を見据えた実現可能な施策を整理し施策の検討を行う
　ことができ、着実に推進することができる。

補助金等の名称 二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金
６．財源の説明 補助基本額 12,000 補助率 66.7% 補助金額 8,000
　【国庫支出金】（二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金）△8,000千円

５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】
　　地球温暖化防止実行計画（区域施策編）策定に向けて、方針を検討する。
　【事業の効果】

　【一般財源】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　△4,683千円
実施
計画

実施計画
計 上 額

04款 01項 03目 026000000事業 地方公共団体実行計画策定事業
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 5号補正 （単位：千円）

衛生費 項 保健衛生費 05 保健対策費 所属 0101014500-0000 健康推進課

事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 臨時 地方債

事業

0235 新たながん検診推進支援事業（社会的実験支援事 (簡略番号：045985) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 1,500 1,503 3,003 330 2,673

財
源
内
訳

国庫支出金
県支出金

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　□令和7年度に大腸がん検診及び肺がん検診受診者で異常がなかった人を対象に、高精度 02 給料 17 備品購入費

経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他 1,500 1,500 3,000
補助単独区分 目的区分 衛－保－その他 一般財源 3 3

　　契約を締結する。 05 災害補償費 20 貸付金
　【補正の必要性及び内容】 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　　検査である大腸内視鏡検査、胸部CT検査に係る自由診療分の費用の助成を行う。 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　□事業費の財源として企業版ふるさと納税を活用するため、寄附斡旋共同事業体との委託 04 共済費 19 扶助費

　　もの。1,500,000円×(手数料)20％×1.1＝(補正額)330,000円 09 交際費 24 積立金
　②企業版ふるさと納税額より手数料相当額を除いた残額を委託料に増額するもの。 10 需用費 25 寄附金

　①企業版ふるさと納税支援を委託している事業者を通じて、新たに２社より1,500千円の 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　　寄附を受領することにより寄附斡旋手数料に不足が生じるため、手数料を増額補正する 08 旅費 23 投資及び出資金

２．根拠法令 13 使用料及び賃借料 予備費
14 工事請負費

　　1,500,000円－330,000円＝(補正額)1,170,000円 11 役務費 330 330 26 公課費
12 委託料 1,170 1,170 27 繰出金

　充実）／SDGｓ目標3「すべての人に健康と福祉を」

５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】

３．用地の状況 15 原材料費 合　計 1,500 1,500

４．基本計画との関連 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
　【第4次総合計画】共に支え合う　町民が主役のまちづくり（保健・医療・健康づくりの 寄附金 17010101004 企業版ふるさと納税寄附金 1,500

　□企業版ふるさと納税を活用し、利用者・町の費用負担の軽減を図る。
　□高精度検査の費用助成を行い、受診しやすくすることで、がんの早期発見、早期治療に
　　つなげる。 補助金等の名称

補助基本額 補助率 補助金額
６．財源の説明

　□企業版ふるさと納税寄附斡旋共同事業体との委託契約を締結。
　□医療機関との調整などを図る運営受託企業との委託契約を締結。
　□大腸内視鏡検査、胸部CT検査を同時に受診された検査費用（自由診療分）を助成。
　【事業の効果】

　【寄附金】　1,500千円　（企業版ふるさと納税寄附金）
実施
計画

実施計画
　 計 上 額

04款 01項 05目 023500000事業 新たながん検診推進支援事業（社会的実験支援
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款 05 01 目

大
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細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

688 1,801 2,489 795 1,695

財
源
内
訳

国庫支出金
県支出金

事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 臨時 地方債

事業

0011 農業委員会臨時経費 (簡略番号：023249) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 5号補正 （単位：千円）

農林水産業費 項 農業費 01 農業委員会費 所属 0101012300-0000 農業委員会

事 業 費

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　1.農業委員会の農地台帳地図システムは、農地台帳システムと農地地図システムの相互連 02 給料 17 備品購入費 △16 △16

経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分 目的区分 農－業－農業農村整備 一般財源 688 1,801 2,489

　から農地地図システムへの連携用データ形式の変更により、農地地図システムへのデータ 05 災害補償費 20 貸付金
　取込が不能。これによりシステム間の相互連携が不能となり、通常業務に支障をきたす 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　携により、農地情報の一元的な管理を実現している。自治体情報システム標準化への対応 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　として、農地台帳システムの改修業務を進めているところであるが、農地台帳システム 04 共済費 19 扶助費

　【事業の必要性】 09 交際費 24 積立金
　　農業委員会事務業務にかかる必要な経費である。 10 需用費 25 寄附金

　ことが判明した。この解決策として、新たに農地地図システムの改修を実施する。 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　2.購入済の農地台帳地図システム用パソコン、モニターセットの請負差額 08 旅費 23 投資及び出資金

　2.備品購入費:△16千円（購入済 農地台帳地図システム用パソコンセットの請負差額） 13 使用料及び賃借料 予備費
14 工事請負費

　【今回の補正】 11 役務費 26 公課費
　1.委託料:704千円（自治体情報システム標準化に伴う農地地図システム対応業務） 12 委託料 704 704 27 繰出金

４．基本計画との関連
　【第4次総合計画】にぎわいと活力あるまちづくり　【SDGs】目標15:陸の豊かさも守ろう

２．根拠法令 15 原材料費 合　計 688 688
　　農業委員会等に関する法律、農地法 等

財源 科目コード 科目名称 今回補正額
３．用地の状況

　【事業の効果】
　　今後も農業委員会事務業務の円滑な推進が図られる。
　【今回の補正】 補助金等の名称
　1.自治体情報システム標準化に伴う農地地図システム対応業務　704千円 補助基本額 補助率 補助金額
　2.購入済のパソコンセット請負差額　△16千円

５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】
　　自治体情報システム標準化への対応として、農地台帳システムの改修とともに、新た
　に農地地図システムの改修を実施する。

実施
計画

実施計画
６．財源の説明 計 上 額
　【一般財源】688千円

05款 01項 01目 001100000事業 農業委員会臨時経費
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大
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細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 5号補正 （単位：千円）

農林水産業費 項 農業費 03 農業振興費 所属 0101012200-0000 産業振興課（農林水産）

県支出金 383 383
事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 経常 地方債

事業

0044 中核的担い手農家育成補助金 (簡略番号：009111) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 3,626 1,723 5,349 5,349

財
源
内
訳

国庫支出金

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　湯梨浜町内において、地域農業の担い手となる認定農業者等が、利用権設定により農地を 02 給料 17 備品購入費

経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分 目的区分 農－業－農業農村整備 一般財源 3,626 1,340 4,966

　が選定する「やらいや果樹園」の利用権設定に対し1年あたり3,000円／10aを交付する。 05 災害補償費 20 貸付金
　【補正の必要性】 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　3年以上借り受けた場合、集積奨励金として1年あたり2,000円／10a（町外担い手は1,000 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金 3,626 3,626
　円／10a）、遊休農地加算として1回に限り25,000円／10a、果樹園加算として東郷果実部 04 共済費 19 扶助費

　たもの。年度内に奨励金を交付し、農家の育成と遊休農地の発生防止を図る必要があるた 09 交際費 24 積立金
　め、必要額を増額補正する。 10 需用費 25 寄附金

　当初、機構法の利用権設定期間を過去平均から4.2年として算定したが、実際に締結され 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　た期間は平均8.4年と長期化したこと等により、当初見込みより奨励金が多く必要となっ 08 旅費 23 投資及び出資金

　 ＝（補正額）3,625,020円 13 使用料及び賃借料 予備費
14 工事請負費

　【補正の内容】 11 役務費 26 公課費
　（実績見込額）5,348,020円（401筆・47ha）－（予算額）1,723,000円 12 委託料 27 繰出金

４．基本計画との関連
　【第4次総合計画】にぎわいと活力あるまちづくり（魅力とやりがいのある農林水産業）
　【地方創生総合戦略】基本目標Ⅰ　活気ある元気なまち（農林水産業の振興）

２．根拠法令 15 原材料費 合　計 3,626 3,626
　湯梨浜町中核的担い手農家育成奨励金交付要綱

財源 科目コード 科目名称 今回補正額
３．用地の状況

　3年以上農地の貸借契約をした認定農業者等を支援する。
　【補正の効果】
　担い手への農地集積を加速することで、町内の遊休農地発生防止及び解消が図られる。 補助金等の名称

補助基本額 補助率 補助金額
６．財源の説明

　SDGs　目標15「陸の豊かさも守ろう」

５．本年度の計画効果
　【補正の計画】　

　【一般財源】3,626千円
実施
計画

実施計画
計 上 額

05款 01項 03目 004400000事業 中核的担い手農家育成補助金
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款 05 01 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 5号補正 （単位：千円）

農林水産業費 項 農業費 04 農地費 所属 0101012200-0000 産業振興課（農林水産）

県支出金 950 10,649 11,599
事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 臨時 地方債 800 600 1,400

事業

0051 土地改良事業 (簡略番号：009681) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 3,223 24,517 27,740 10,634 17,107

財
源
内
訳

国庫支出金

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　農業生産基盤の整備及び補修を行う県営事業及び土地改良事業への事業費負担を行う。 02 給料 17 備品購入費

経費区分 未設定 事業の種類 未設定 その他 475 11,930 12,405
補助単独区分 目的区分 農－地－農業農村整備 一般財源 998 1,338 2,336

　【補正の内容】 05 災害補償費 20 貸付金
　〇土地改良事業工事請負（県40％、町40％、地元20％） 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　【補正の必要性】 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金 847 847
　安定した農業生産活動の維持、継続を図るうえで農業施設等の整備が必要なため。 04 共済費 19 扶助費

　（谷奥ため池:福永区） 09 交際費 24 積立金
　・利用予定の発生土が利用できないことによる処分費と新材購入に係る費用の増加。 10 需用費 25 寄附金

　　原地区揚水ポンプ取替工事　φ150揚水ポンプ1台取替　2,376,000円 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　○県営地域ため池総合整備事業負担金(国:55% 県:34% 町:11% 地元0%) 08 旅費 23 投資及び出資金

　　なったため。 13 使用料及び賃借料 予備費
　町負担　変更後（14,300,000円×11％）－当初（6,600,000円×11％）=847,000円 14 工事請負費 2,376 2,376

　・ため池周辺の樹木伐採処分について、当初想定より処分費が増えたため。 11 役務費 26 公課費
　・当初計画の工事用道路設置計画では車両進入が困難なことが分かり、追加工事が必要と 12 委託料 27 繰出金

分担金 12010101005 土地改良事業分担金 475
３．用地の状況 地方債 21010301006 公共事業等債（土地改良事業（ 800

４．基本計画との関連

15 原材料費 合　計 3,223 3,223
２．根拠法令
　鳥取県土地改良事業補助金交付要綱、鳥取県しっかり守る農林基盤交付金交付規則 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
　県営土地改良事業等の施行に伴う市町村負担金 都道府県支出金 15020401033 しっかり守る農林基盤交付金（ 950

　【補正の計画】
　県交付金事業及び県営事業にて実施する工事を行う。
　【補正の効果】 補助金等の名称
　・施設改修により設備長寿命化と営農活動継続を図る。 補助基本額 補助率 補助金額
　・防災重点農業用ため池の強靭化を図り、ため池決壊の際の下流域浸水等防止を図る。

　【第4次総合計画】にぎわいと活力あるまちづくり（魅力とやりがいのある農林水産業）
　SDGs目標　15　陸の豊かさを守ろう　

５．本年度の計画効果

実施
計画

実施計画
６．財源の説明 計 上 額
　【県補助】950千円 【地方債】800千円(公共事業等債、充当率90％、交付税措置20％)
　【分担金】475千円 【一般財源】 998千円

05款 01項 04目 005100000事業 土地改良事業
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大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 5号補正 （単位：千円）

農林水産業費 項 農業費 05 地籍調査費 所属 0101012000-0000 町民生活課（東郷支所）

事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 臨時 地方債

事業

0080 地籍調査事業 (簡略番号：010116) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △18,078 85,009 66,931 15,019 51,913

財
源
内
訳

国庫支出金
県支出金 △13,494 63,639 50,145

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　　国土調査法に基づく地籍調査の実施 02 給料 17 備品購入費

経費区分 未設定 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分補助事業 目的区分 農－地－その他 一般財源 △4,584 21,370 16,786

　・R7調査地区：藤津ほかの各一部、引地の一部（01地区）、門田ほかの各一部（02地区） 05 災害補償費 20 貸付金
　　　面積1.03km2 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　・R6調査地区：方地ほかの各一部（01地区）、野花ほかの各一部（02地区） 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　　　面積1.04km2 04 共済費 19 扶助費

　【補正の内容】 09 交際費 24 積立金
　　報償費 △1,104千円　　需用費 223千円　　委託料 △15,807千円 10 需用費 223 223 25 寄附金

　【補正の必要性】 07 報償費 △1,104 △1,104 22 償還金､利子及び割引料

　　国県補助金の減額交付決定に伴い、事業費全体の減額補正が必要となったため。 08 旅費 23 投資及び出資金

２．根拠法令 13 使用料及び賃借料 △1 △1 予備費
　国土調査法及び地籍調査作業規定準則　ほか 14 工事請負費

　　使用料及び賃借料 △1千円　　原材料費 △1,389千円 11 役務費 26 公課費
12 委託料 △15,807 △15,807 27 繰出金

　【第4次総合計画】未来を創造する先駆的なまちづくり（都市機能の充実）
　　SDGs目標11「住み続けられるまちづくりを」

５．本年度の計画効果

15 原材料費 △1,389 △1,389 合　計 △18,078 △18,078
３．用地の状況

財源 科目コード 科目名称 今回補正額
４．基本計画との関連 都道府県支出金 15020401034 防災・安全社会資本整備交付金 △13,494

　施する計画であったが、国県補助金配分率の低下、及びR7.4月からの積算基準単価(技術
　者単価等)の増額改定等の理由から、C工程（地籍図根三角測量）及びE工程（一筆地調査
　）あるいは、E工程（一筆地調査）のみの実施に変更となった。 補助金等の名称 鳥取県国土調査事業補助金

補助基本額 △17,991 補助率

　【県支出金】△13,494千円〔＝補助対象事業費△17,991円×75％(国50％、県25％)〕
実施
計画

実施計画
　【一般財源】△4,584千円〔全体事業費△18,078円－県補助金△13,494円〕 計 上 額
　

05款 01項 05目 008000000事業 地籍調査事業

75.0% 補助金額 △13,494
６．財源の説明

　【本年度の計画】
　　 R6調査地区（2年目）は、計画どおりC工程（地籍図根三角測量）あるいはFⅠ工程（細
　部図根測量）からH工程（地籍図・地籍簿作成）を実施する。
　　 R7調査地区（1年目）は、C工程（地籍図根三角測量）からFⅡ-1工程(一筆地測量)を実

－21－
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大
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細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 5号補正 （単位：千円）

農林水産業費 項 林業費 02 林業振興費 所属 0101012200-0000 産業振興課（農林水産）

県支出金 307 5,640 5,947
事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 臨時 地方債

事業

0019 松くい虫等防除事業 (簡略番号：010445) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 1,575 7,984 9,559 6,865 2,695

財
源
内
訳

国庫支出金

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　町内の松林を松くい虫被害から守るため、高度公益林･地区保全林内で行う事業。松枯れ 02 給料 17 備品購入費

経費区分 未設定 事業の種類 未設定 その他 838 971 1,809
補助単独区分 目的区分 農－林－その他 一般財源 430 1,373 1,803

　重要松林を守るため、松枯れ被害が拡大しないよう、被害木対策を講じる必要がある。 05 災害補償費 20 貸付金
　【補正の内容】 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　について被害木の拡大が確認されたため、伐倒駆除を実施する。 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　【補正の必要性】 04 共済費 19 扶助費

　処理費用：1,575,000円 09 交際費 24 積立金
10 需用費 25 寄附金

　施工方法：特別伐倒駆除(全木破砕),処理量34.5m3 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　施工範囲：小浜・石脇・宇谷・園地内 08 旅費 23 投資及び出資金

13 使用料及び賃借料 予備費
３．用地の状況 14 工事請負費

２．根拠法令 11 役務費 26 公課費
　鳥取県松くい虫等防除事業費補助金交付要綱 12 委託料 1,575 1,575 27 繰出金

　SDGｓ目標15　陸の豊かさを守ろう 繰入金 18020601001 森林整備基金繰入金 838

５．本年度の計画効果
　【補正の計画】

15 原材料費 合　計 1,575 1,575
４．基本計画との関連
　【第4次総合計画】「にぎわいと活力あるまちづくり」（魅力とやりがいのある農林水産 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
　業） 都道府県支出金 15020402003 松くい虫等防除対策事業費補助 307

６．財源の説明
　【県補助金】　307千円　松くい虫等防除対策事業費補助 補助金等の名称 鳥取県松くい虫等防除事業費補助金交付要綱
　【そ の 他】  838千円　森林環境譲与税 補助基本額 補助率 補助金額
　【一般財源】　430千円

　駆除事業により松くい虫による松の枯死拡大を防止する。
　【補正の効果】
　駆除事業により松くい虫による松の枯死拡大を防止することができる。
　

実施
計画

実施計画
計 上 額

05款 02項 02目 001900000事業 松くい虫等防除事業
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大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 5号補正 （単位：千円）

農林水産業費 項 林業費 02 林業振興費 所属 0101012200-0000 産業振興課（農林水産）

県支出金 △27,365 43,323 15,958
事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 新規 臨･経 臨時 地方債

事業

0024 竹林対策事業 (簡略番号：022742) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 △29,126 47,297 18,171 7,680 10,491

財
源
内
訳

国庫支出金

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　放置竹林対策のため竹林整備事業を活用し森林環境保全を推進する。 02 給料 17 備品購入費

経費区分 未設定 事業の種類 未設定 その他 △1,761 3,974 2,213
補助単独区分 目的区分 農－林－その他 一般財源

　されたため。また、県の追加配分が無かったことにより今回減額するものである。 05 災害補償費 20 貸付金
　竹林事業者の今年度事業実施は、配分の範囲内で計画に基づき8箇所整備実施予定。 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　【補正の必要性】 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金 △29,126 △29,126
　本事業は、竹林整備事業者の要望を受け計上しているものですが、県の補助金が減額配分 04 共済費 19 扶助費

　竹林整備事業実績見込み16,985,000円－当現予算46,111,000円＝補正額△29,126,000円 09 交際費 24 積立金
10 需用費 25 寄附金

　【補正の内容】※減額分の内容 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　補正額合計：△29,126,000円 08 旅費 23 投資及び出資金

３．用地の状況 13 使用料及び賃借料 予備費
14 工事請負費

２．根拠法令 11 役務費 26 公課費
12 委託料 27 繰出金

繰入金 18020601001 森林整備基金繰入金 △1,761
５．本年度の計画効果
　【補正の計画】
　森林環境譲与税を活用し景観保全等に対する支援を行う。県補助事業を活用し竹林整備事

４．基本計画との関連 15 原材料費 合　計 △29,126 △29,126
　【第4次総合計画】「にぎわいと活力あるまちづくり」（魅力とやりがいのある農林水産
　業） 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
　SDGｓ目標15　陸の豊かさを守ろう 都道府県支出金 15020402009 森林環境保全税関連事業費(竹 △27,365

６．財源の説明
　【県支出金】△27,365千円
　【繰 入 金】 △1,761千円 補助金等の名称

補助基本額 補助率 補助金額

　業の支援を行う。
　【補正の効果】
　森林機能や景観の保全による持続的な産業振興につなげる。

実施
計画

実施計画
計 上 額

05款 02項 02目 002400000事業 竹林対策事業
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 5号補正 （単位：千円）

農林水産業費 項 水産業費 05 海岸施設管理費 所属 0101012200-0000 産業振興課（農林水産）

県支出金
事業期間 令 7.12.16～令 8. 3.31 新規･継続 新規 臨･経 臨時 地方債 10,000 10,000

事業

0011 海岸施設管理臨時経費 (簡略番号：046131) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 22,321 22,321 22,321

財
源
内
訳

国庫支出金 11,160 11,160

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　羽合漁港海岸の適正な管理のため離岸堤を補修のための測量設計を行う。 02 給料 17 備品購入費

経費区分 未設定 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分補助事業 目的区分 農－水－海岸保全 一般財源 1,161 1,161

　のため必要である。 05 災害補償費 20 貸付金
　【補正の内容】 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　【補正の必要性】 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　羽合漁港海岸の適正な管理を行うにあたり、離岸堤の持つ波消及び海岸浸食防止機能回復 04 共済費 19 扶助費

２．根拠法令 09 交際費 24 積立金
　漁港区域に係る海岸整備事業費補助金交付要綱 10 需用費 25 寄附金

　羽合漁港海岸（離岸堤）補修工事に伴う測量設計業務委託　22,320,100円 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

08 旅費 23 投資及び出資金

13 使用料及び賃借料 予備費
４．基本計画との関連 14 工事請負費

11 役務費 26 公課費
３．用地の状況 12 委託料 22,321 22,321 27 繰出金

　【補正の計画】 地方債 21010301007 公共事業等債（海岸施設管理臨 10,000
　羽合漁港管理海岸保全施設補修に係る測量設計を実施する。
　【補正の効果】
　管理区域内海岸域の適正管理を図る。

　【第4次総合計画】にぎわいと活力あるまちづくり（魅力とやりがいのある農林水産業） 15 原材料費 合　計 22,321 22,321
　SDGs目標　14　海の豊かさを守ろう

財源 科目コード 科目名称 今回補正額
５．本年度の計画効果 国庫支出金 14020602001 海岸保全施設整備事業費補助金 11,160

　【一般財源】1,161千円

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

６．財源の説明
　【国庫支出金】11,160千円　
　【地方債】10,000千円(公共事業等債、充当率90％、交付税措置率20％)

実施
計画

実施計画
計 上 額

05款 03項 05目 001100000事業 海岸施設管理臨時経費



款 06 01 目

大
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細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 5号補正 （単位：千円）

商工費 項 商工費 02 商工振興費 所属 0101012100-0000 産業振興課（商工観光）

県支出金
事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 臨時 地方債

事業

0133 町街路灯運営事業 (簡略番号：011138) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 428 154 582 154 429

財
源
内
訳

国庫支出金

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　とうごうまち街路橙維持管理運営協議会、羽合地区R179外街路灯運営会ともスポンサー付 02 給料 17 備品購入費

経費区分 未設定 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分 目的区分 商－その他 一般財源 428 154 582

　【補正の必要性】 05 災害補償費 20 貸付金
　現在、とうごうまち街路橙維持管理運営協議会が所有する街路灯のうち８か所で球が切れ 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　の街路灯の運営、維持管理を実施し、会費及び補助金を財源に電気代支払い、維持修繕、 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金 428 428
　看板の付け替えなどを行っている。これらの維持管理費に対して補助金を交付する。 04 共済費 19 扶助費

　補助する必要がある。 09 交際費 24 積立金
　【補正の内容】 10 需用費 25 寄附金

　ている。防犯および歩行者の安全確保を理由に町民から早期改善の要望が相次いでおり、 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　早急に対応しなければならないが、本運営協議会の予算残額が不足しているため、これを 08 旅費 23 投資及び出資金

２．根拠法令 13 使用料及び賃借料 予備費
　湯梨浜町補助金等交付規則 14 工事請負費

　とうごうまち街路橙維持管理運営協議会　街路灯球切れ交換工事にかかる補助金交付 11 役務費 26 公課費
12 委託料 27 繰出金

　【第4次総合計画】にぎわいと活力あふれるまちづくり
　SDGs　目標11「住み続けられるまちづくりを」

５．本年度の計画効果

15 原材料費 合　計 428 428
３．用地の状況

財源 科目コード 科目名称 今回補正額
４．基本計画との関連

　街路灯のLED化による省エネ対策、電気代の支払いや維持管理の事業を支援した。

６．財源の説明 補助金等の名称
　【一般財源】428千円 補助基本額 補助率 補助金額

　【補正の計画】
　自分たちの住む町を明るくして活性化を目指し併せて防犯に役立つ目的のスポンサー付
　街路灯を円滑に維持管理していく費用の一部を補助する。
　【事業の効果】

実施
計画

実施計画
計 上 額

06款 01項 02目 013300000事業 町街路灯運営事業
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 5号補正 （単位：千円）

商工費 項 商工費 04 道の駅費 所属 0101012100-0000 産業振興課（商工観光）

県支出金
事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 臨時 地方債

事業

0102 道の駅臨時経費 (簡略番号：020912) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 3,142 4,059 7,201 7,201

財
源
内
訳

国庫支出金

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　山陰道青谷羽合道路に面する「道の駅はわい」は、湯梨浜町の玄関としての役割を担って 02 給料 17 備品購入費

経費区分 未設定 事業の種類 未設定 その他 2,748 2,748
補助単独区分 目的区分 商－観光 一般財源 3,142 1,311 4,453

　【補正の必要性】 05 災害補償費 20 貸付金
　９月末でポプラが撤退し、コンビニ事業者を募集している。12月中旬には業者が決定し、 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　いる。道路利用者のための「休憩機能」、地域の人々のための「情報発信機能」を十分に 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　機能させるため施設の適正な管理を行う。 04 共済費 19 扶助費

　開業準備期間中に改修が必要。 09 交際費 24 積立金
　【補正の内容】 10 需用費 25 寄附金

　準備が整い次第開店予定である。道の駅はわいのコンビニトイレは現在和式であるが、国 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　土交通省が道の駅のトイレ洋式化の方針を示しているため、事業者の営業に支障が出ない 08 旅費 23 投資及び出資金

13 使用料及び賃借料 予備費
２．根拠法令 14 工事請負費 3,142 3,142

　道の駅はわいコンビニトイレ・手洗い場改修工事（3,142千円） 11 役務費 26 公課費
　 12 委託料 27 繰出金

４．基本計画との関連
　【第4次総合計画】にぎわいと活力あふれるまちづくり
　SDGs　目標11「住み続けられるまちづくりを」

　道の駅はわいの設置及び管理に関する条例及び施行規則 15 原材料費 合　計 3,142 3,142

３．用地の状況 財源 科目コード 科目名称 今回補正額

　コンビニトイレを改修しお客様の受け入れ環境を整える。

６．財源の説明 補助金等の名称
　【一般財源】3,142千円 補助基本額 補助率 補助金額
　

５．本年度の計画効果
　【補正の計画】
　利用客増加を目指し施設の適正管理を行う。
　【補正の効果】

実施
計画

実施計画
計 上 額

06款 01項 04目 010200000事業 道の駅臨時経費
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 5号補正 （単位：千円）

商工費 項 商工費 07 グラウンドゴルフのふる里公 所属 0101012100-0000 産業振興課（商工観光）

経費区分 未設定 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分単独事業 目的区分 土－都－公園費 一般財源 18 94 112

県支出金 316 382 698
事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 臨時 地方債 300 1,100 1,400

事業

0002 グラウンドゴルフふる里公園施設整備事業 (簡略番号：026409) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 634 1,576 2,210 748 1,462

財
源
内
訳

国庫支出金

　【補正の必要性】　現在使用している当該機器は、法定耐用年数（６年）をすでに経過し 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　ており（現在使用している機器はH30年度に購入）、修理不可の状況である。現在、通常 04 共済費 19 扶助費

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　とまりグラウンドゴルフのふる里公園の施設修繕及び年次的な整備を行う。 02 給料 17 備品購入費

　経年や落雷の影響により、ビジネスホン（主装置本体）が劣化しているため取替を行う。 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　 08 旅費 23 投資及び出資金

　時の回線に接続できないため、緊急時の回線を使用しており、早急な取替が必要。 05 災害補償費 20 貸付金
　【補正の内容】　電話設備設置工事（634千円） 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　とまりグラウンドゴルフのふる里公園の設置及び管理に関する条例 11 役務費 26 公課費
　とまりグラウンドゴルフのふる里公園の設置及び管理に関する条例施行規則 12 委託料 27 繰出金

09 交際費 24 積立金
２．根拠法令 10 需用費 25 寄附金

15 原材料費 合　計 634 634
４．基本計画との関連
　【第4次総合計画】にぎわいと活力あるまちづくり（観光の振興） 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
　【過疎地域持続的発展計画（令和3年度～令和7年度）】産業の振興 都道府県支出金 15020803416 グラウンド・ゴルフの聖地化等 316

13 使用料及び賃借料 予備費
３．用地の状況 14 工事請負費 634 634

　【補正の効果】施設の適切な管理を行い来園者の満足度の向上を図るとともに、地域活性
　化とさらなる競技普及及び来園者の増加につなげる。

６．財源の説明

　SDGs　目標11「住み続けられるまちづくりを」 地方債 21010402003 過疎対策事業債（グラウンド・ 300

５．本年度の計画効果
　【補正の計画】指定管理者との協議により施設の老朽箇所の修繕をおこなう。

実施
計画

実施計画
計 上 額

06款 01項 07目 000200000事業 グラウンドゴルフふる里公園施設整備事業

　【県補助金】316千円(グラウンド・ゴルフ聖地化等補助金、補助率1/2）
　【地方債】  300千円(過疎対策事業債、充当率100％、交付税措置70％)
　【一般財源】  18千円 補助金等の名称

補助基本額 補助率 補助金額
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

事業

0010 道路維持事業 (簡略番号：011754) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費

事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 地方債 △1,600 34,200 32,600
経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他 447 447

3,469 95,443 98,912 9,006 89,907

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 5号補正 （単位：千円）

土木費 項 道路橋りょう費 02 道路維持費 所属 0101012400-0000 建設水道課（建設）

財
源
内
訳

国庫支出金 1,333 1,333
県支出金 442 442

　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　　町道を維持修繕し、生活基盤整備を実施するものである。 02 給料 17 備品購入費

補助単独区分 目的区分 土－道－道路 一般財源 5,069 59,021 64,090

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定

　を追加計上する。 05 災害補償費 20 貸付金
　【補正の内容】 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　【補正の必要性】 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　　今後の緊急対応等が必要な案件について、引き続き迅速な対応を行うために工事請負費 04 共済費 19 扶助費

09 交際費 24 積立金
２．根拠法令 10 需用費 25 寄附金

　　工事請負費　3,469千円 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　　　道路維持修繕工事（道路構造物修繕など） 08 旅費 23 投資及び出資金

　一般交通に支障を及ぼさないように努めなければならない　 13 使用料及び賃借料 予備費
14 工事請負費 3,469 3,469

　道路法（昭和27年6月10日法律第180号） 11 役務費 26 公課費
　（第42条）道路管理者は、道路を常時良好な状態に保つように維持し、修繕し、もつて 12 委託料 27 繰出金

　　安全で住みやすいまちづくり（交通環境の充実） 地方債 21010504005 過疎対策事業債（道路改良事業 2,400
　　SDGs　目標11「住み続けられるまちづくりを」

５．本年度の計画効果

３．用地の状況 15 原材料費 合　計 3,469 3,469

４．基本計画との関連 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
　【第4次総合計画】 地方債 21010504003 過疎対策事業債（長寿命化事業 △4,000

６．財源の説明
　【地方債】過疎対策事業債　△1,600千円（充当率100％、交付税措置70％） 補助金等の名称
　【一般財源】  5,069千円 補助基本額 補助率 補助金額

　【本年度の計画】
　　迅速な修繕対応、維持管理を行う。
　【事業の効果】
　　町道の適切な維持管理により、町民に安心安全な町道を提供できる。

実施
計画

実施計画
計 上 額

07款 02項 02目 001000000事業 道路維持事業



款 07 03 目

大
中
小
細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 5号補正 （単位：千円）

土木費 項 河川費 03 急傾斜地崩壊対策事業費 所属 0101012400-0000 建設水道課（建設）

事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 臨時 地方債 5,200 1,100 6,300

事業

0110 急傾斜地崩壊対策事業負担金 (簡略番号：012398) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 7,000 1,750 8,750 8,750

財
源
内
訳

国庫支出金
県支出金

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　　県が施工する藤津地区の急傾斜地崩壊対策事業の実施に伴う町負担金である。 02 給料 17 備品購入費

経費区分 未設定 事業の種類 未設定 その他 1,750 437 2,187
補助単独区分 目的区分 土－河－河川 一般財源 50 213 263

　　県事業額の増により負担金の増額補正を行うもの。 05 災害補償費 20 貸付金
　【補正の内容】 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　　　藤津地区（法面工、擁壁工など） 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金 7,000 7,000
　【補正の必要性】 04 共済費 19 扶助費

２．根拠法令 09 交際費 24 積立金
　急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律 10 需用費 25 寄附金

　　負担金　7,000千円 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

08 旅費 23 投資及び出資金

３．用地の状況 13 使用料及び賃借料 予備費
14 工事請負費

　町急傾斜地崩壊対策事業分担金徴収条例 11 役務費 26 公課費
12 委託料 27 繰出金

地方債 21010501003 公共事業等債（急傾斜地崩壊対 5,200
５．本年度の計画効果
　【今年度の事業内容】
　　藤津地区急傾斜地崩壊対策事業負担金

４．基本計画との関連 15 原材料費 合　計 7,000 7,000
　【第４次総合計画】
　　安心で住みやすいまちづくり（災害に強いまちづくりの推進） 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
　　SDGｓ　目標11「住み続けられるまちづくりを」 分担金 12010201001 急傾斜地崩壊対策事業負担金 1,750

６．財源の説明
　【分担金】地元負担金　1,750千円
　【地方債】5,200千円（公共事業等債100％、交付税措置50％） 補助金等の名称
　【一般財源】50千円 補助基本額 補助率 補助金額

　　【事業の効果】
　　県により藤津地区の急傾斜地崩壊対策事業が実施されることで、安心・安全な住環境の
　実現に資する。

実施
計画

実施計画
計 上 額

07款 03項 03目 011000000事業 急傾斜地崩壊対策事業負担金
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大
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

県支出金 2,500 2,500

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 5号補正 （単位：千円）

土木費 項 住宅費 01 住宅管理費 所属 0101010400-0000 町民生活課

経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他 878 3,837 4,715
補助単独区分 目的区分 土－住宅費 一般財源

事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 新規 臨･経 臨時 地方債

事業

0011 町営住宅管理臨時経費 (簡略番号：033041) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 878 7,140 8,018 178 7,841

財
源
内
訳

国庫支出金 803 803

　住宅建替・新築事業を実施し、令和６年に完了した。今後の町営住宅等の建替え、統廃合 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　、あるいは売却、維持管理を進めるため長寿命化計画を改定する。 04 共済費 19 扶助費

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　　令和元年に策定した「湯梨浜町町営住宅等長寿命化計画」により、松崎・長江地区町営 02 給料 17 備品購入費

　ことが判明し、相続登記及び移転登記を速やかに実施するため必要がある。 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　【補正の内容】 08 旅費 31 31 23 投資及び出資金

　【補正の必要性】 05 災害補償費 20 貸付金
　　解体をした堀の内団地跡地の一部が所有者の相続登記と町への移転登記が未実施である 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

11 役務費 12 12 26 公課費
２．根拠法令 12 委託料 817 817 27 繰出金

　　旅費（普通旅費）31千円、役務費（通信運搬費、手数料）12千円、委託料（相続及び移 09 交際費 24 積立金
　転登記委託料）817千円、使用料及び賃借料（有料道路使用料金他）18千円 10 需用費 25 寄附金

15 原材料費 合　計 878 878
３．用地の状況

財源 科目コード 科目名称 今回補正額
４．基本計画との関連 使用料 13010503001 町営住宅使用料 878

　〇地方自治法　〇公営住宅法　〇湯梨浜町営住宅設置及び管理に関する条例 13 使用料及び賃借料 18 18 予備費
　〇湯梨浜町定住促進住宅の設置及び管理に関する条例　他 14 工事請負費

　【事業の効果】
　　長寿命化計画の改定に従い、今後町営住宅等の適正な管理を進める。
　 補助金等の名称 鳥取県移住定住推進交付金

補助基本額 5,000

　ミュレーション、費用資産、計画修正等）、東郷団地の鳥取短期大学への賃貸に向けた修
　繕、旧堀の内団地跡地の相続登記、移転登記の委託料（今回補正）　

　【第４次湯梨浜町総合計画】安全で住みよいまちづくり（住環境の充実）
　　SDGｓ目標１１「住み続けられるまちづくりを」

５．本年度の計画効果

07款 05項 01目 001100000事業 町営住宅管理臨時経費

補助率 50.0% 補助金額 2,500
６．財源の説明

　【本年度の計画】
　　湯梨浜町町営住宅等長寿命化計画策定業務委託（人口ビジョンに基づく、建て替え等シ

　【使用料】　878千円（町営住宅使用料）　
実施
計画

実施計画
計 上 額
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 5号補正 （単位：千円）

教育費 項 教育総務費 03 給食事業費 所属 0101012600-0000 教育総務課

事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 臨時 地方債

事業

0217 物価高騰に伴う町立学校給食費一時支援金 (簡略番号：045950) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 2,192 8,651 10,843 4,580 6,264

財
源
内
訳

国庫支出金 1,316 8,650 9,966
県支出金

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　　R7年11月以降の物価高騰((公財)鳥取県学校給食会の米飯供給価格の増額改定)に鑑み、 02 給料 17 備品購入費

経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分 目的区分 教－保－学校給食費 一般財源 876 1 877

　の支援に加えて、1食あたり小学校23円、中学校30円の追加支援を行うものである。 05 災害補償費 20 貸付金
　【事業の必要性】 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　町立小中学校の児童生徒に係る学校給食食材に要する経費を対象に、給食を提供する学校 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金 2,192 2,192
　給食センター及び泊小学校を交付対象者として、現行1食あたり小学校33円、中学校35円 04 共済費 19 扶助費

　【補正の内容】 09 交際費 24 積立金
　学校給食費一時支援金　2,192千円 10 需用費 25 寄附金

　　物価高騰による給食食材費の上昇に対し、保護者の経済的負担軽減や学校給食の質の維 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　持等を目的に学校給食費一時支援金を追加交付するものである。 08 旅費 23 投資及び出資金

　学校給食法、湯梨浜町立学校給食センター設置条例、 13 使用料及び賃借料 予備費
　湯梨浜町立学校給食費一時支援金交付要綱 14 工事請負費

11 役務費 26 公課費
２．根拠法令 12 委託料 27 繰出金

　【第4次総合計画】志をもって共に学び明日を拓くひとづくり
　【SDGs】目標3「すべての人に健康と福祉を」

５．本年度の計画効果

15 原材料費 合　計 2,192 2,192
３．用地の状況

財源 科目コード 科目名称 今回補正額
４．基本計画との関連 国庫支出金 14020101242 物価高騰対応重点支援地方創生 1,316

　

６．財源の説明 補助金等の名称
　【国庫支出金】1,316千円（物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金） 補助基本額 補助率 補助金額
　【一般財源】876千円

　【本年度の計画】
　　物価高騰による給食食材費の上昇に対し、学校給食費一時支援金を交付する。
　【補正の効果】
　　学校給食費の保護者の経済的負担軽減や学校給食の質の維持等を図ることができる。

実施
計画

実施計画
計 上 額

09款 01項 03目 021700000事業 物価高騰に伴う町立学校給食費一時支援金
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

県支出金

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 5号補正 （単位：千円）

教育費 項 中学校費 01 学校管理費 所属 0101012600-0000 教育総務課

経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分 目的区分 教－中学校費 一般財源 1,228 8,400 9,628

事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 臨時 地方債

事業

0009 湯梨浜中学校管理運営臨時経費 (簡略番号：040880) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 1,228 8,400 9,628 8,001 1,628

財
源
内
訳

国庫支出金

　ものである。 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　【補正の必要性】 04 共済費 19 扶助費

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　　湯梨浜中学校に設置している空調冷熱を総合管理するシステムの操作パネルを更新する 02 給料 17 備品購入費

　ある。 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　【補正の内容】 08 旅費 23 投資及び出資金

　　今年9月に発生した経年劣化による当該システムの操作パネルの故障で一時的に集中管 05 災害補償費 20 貸付金
　理機能を解除し各教室のリモコンでの対応となっているため、操作パネルの交換が必要で 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

２．根拠法令 11 役務費 26 公課費
　教育基本法、学校教育法、学校保健安全法、湯梨浜町立小中学校管理規則 12 委託料 27 繰出金

　　工事請負費　1,228千円 09 交際費 24 積立金
10 需用費 25 寄附金

15 原材料費 合　計 1,228 1,228
４．基本計画との関連
　【第4次総合計画】志をもって共に学び明日を拓くひとづくり 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
　SDGs　目標4「質の高い教育をみんなに」

13 使用料及び賃借料 予備費
３．用地の状況 14 工事請負費 1,228 1,228

実施
計画

実施計画
計 上 額

09款 03項 01目 000900000事業 湯梨浜中学校管理運営臨時経費

６．財源の説明
　【一般財源】1,228千円 補助金等の名称

補助基本額 補助率 補助金額

　【事業の効果】
　　設備を更新し空調の集中管理機能を復旧させることで、エアコンの起動の分散や切り忘
　れ防止等により電気代の抑制に繋げることができる。
　

５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】
　《今回の補正分》湯梨浜中学校空調冷熱総合管理システム設置工事　1,228千円
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細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 7年度 001 一般会計
現年 5号補正 （単位：千円）

教育費 項 社会教育費 02 公民館費 所属 0101012800-0000 中央公民館

事業期間 令 7. 4. 1～令 8. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 臨時 地方債 2,000 2,000

事業

0011 中央公民館管理運営臨時経費 (簡略番号：015371) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 385 3,345 3,730 3,117 614

財
源
内
訳

国庫支出金
県支出金

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【補正の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　中央公民館の平成14年度設置エレベーターの各種基板などが経年劣化により異常があり、 02 給料 17 備品購入費

経費区分 未設定 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分 目的区分 教－社会教育費 一般財源 385 1,345 1,730

　【補正の必要性】 05 災害補償費 20 貸付金
　生涯学習及び社会教育の拠点施設として良好な施設運営に資するため。 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　現在、緊急対応品にて応急対応していることから早急な修繕をおこない施設利用者への安 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　全・安心、快適な施設の提供を行うもの。 04 共済費 19 扶助費

09 交際費 24 積立金
２．根拠法令 10 需用費 385 385 25 寄附金

　【補正の内容】 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　需用費（修繕料）　中央公民館エレベーター各種基板修繕　一式　385千円 08 旅費 23 投資及び出資金

３．用地の状況 13 使用料及び賃借料 予備費
14 工事請負費

　社会教育法，湯梨浜町公民館の設置及び管理に関する条例 11 役務費 26 公課費
12 委託料 27 繰出金

　【補正の効果】

　　ＳＤＧs　目標４「質の高い教育をみんなに」
　　　　　　 目標11「住み続けられるまちづくりを」

５．本年度の計画効果

４．基本計画との関連 15 原材料費 合　計 385 385
　【第４次総合計画】
　　志をもって共に学び明日を拓くひとづくり(地域でつながり生涯にわたり学び続ける環 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
　境づくり）

実施
計画

実施計画
計 上 額

09款 04項 02目 001100000事業 中央公民館管理運営臨時経費

　生涯学習および社会教育の拠点施設として良好な環境を提供できる。

６．財源の説明 補助金等の名称
　【一般財源】　385千円 補助基本額 補助率 補助金額

　【補正の計画】
　中央公民館のエレベーター基板等を整備し、施設利用者の安全・安心と利便性を図ると
　ともに、公民館事業の活性化と円滑な施設運営をおこなう。

－33－


